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Ⅰ．統一的な基準による財務書類の作成 

総務省は、平成 27年 1月に「統一的な基準による地方公会計整備促進について」を

示し、原則として平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間で、複式仕訳の視点考慮

や固定資産台帳の整備を前提にした「統一的な基準」による財務書類等の作成を、全

ての地方公共団体において要請しています。 

能代市では、これまで普通会計決算統計等を基にした財務書類（総務省方式改定モ

デル）を作成してきましたが、平成 28年度決算より「統一的な基準」による財務書類

を作成しています。 

 

Ⅱ．作成方法 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は、「統一的

な基準」に基づいて作成しています。 

 

Ⅲ．一般会計 

１．財務書類の説明 

（１）貸借対照表 

 貸借対照表は、能代市が住民サービスを提供するために保有している財産（資

産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に

対照表示した一覧表です。また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左

右がバランスしている表であることからバランスシートとも呼ばれます。 

 

① 有形固定資産 

平成２９年度までに取得した固定資産台帳に登録されている資産の総額を計上

しています。ただし、用地取得費以外の固定資産は各資産の耐用年数に応じて減

価償却しています。 

      

② 無形固定資産 

固定資産のうち、ソフトウェア等の額を計上しています。 

 

③ 投資及び出資金 

 能代市が保有する有価証券や関係団体等への出資金・出えん金を計上していま

す。 

 

④ 貸付金 

 平成２９年度末残高から貸付金元金収入未済額を控除した額を計上しています。 

 

⑤ 基金等 

 特定目的基金、土地開発基金、退職手当組合積立金を計上しています。 
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⑥ 長期延滞債権 

 収入未済額のうち、調定年度が平成２８年度以前のものを計上しています。 

 

⑦ 回収不能見込額 

 貸付金及び長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれる金額を計上

しています。回収不能見込額は、過去の不納欠損実績率により計上しています。 

 

⑧ 現金預金 

 歳計現金を計上しています。 

 

⑨ 未収金 

 平成２９年度の地方税等の収入未済額を計上しています。 

 

⑩ 地方債 

 平成２９年度末残高から平成３０年度償還予定額を控除した額を計上していま

す。 

 

⑪ 退職手当引当金 

 平成３０年度末に特別職を含む全職員が普通退職した場合の退職手当支給見込

額を計上しています。 

 勤続年数ごとの各職員の給料月額の合計に普通退職した場合の勤続年数ごとの

支給率を乗じて算出しています。 

 

⑫ 翌年度償還予定地方債 

 平成３０年度償還予定額を計上しています。 

 

⑬ 賞与引当金 

 平成３０年度に支払うことが予定されている期末手当及び勤勉手当のうち、平

成２９年度負担相当額を計上しています。 

 

⑭ 固定資産等形成分 

減価償却累計額控除後の固定資産の残高に短期貸付金と基金を加えた額を計上

しています 

 

⑮ 余剰分（不足分） 

流動資産（短期貸付金と基金を除く）から負債を控除した額を計上しています。 
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（２）行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動

のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの

直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。サービスを提供する

ために、どのような性質の経費が用いられているかが行政分野ごとにわかるよう

になっています。 

 

① 職員給与費 

平成２９年度決算額から、退職金の額及び前年度末賞与引当金計上額を控除し

た額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金繰入等 

 （平成２９年度末退職手当引当金－平成２９年度末退職手当組合積立金）－（前

年度末退職手当引当金－前年度末退職手当組合積立金）＋平成２９年度退職手当

組合負担金により算出された額を計上しています。 

 

③ 賞与引当金繰入額 

 平成２９年度末賞与引当金と同額を計上しています。 

 

④ 物件費 

 消耗品費や委託料等の経費を計上しています。 

 

⑤ 維持補修費 

 建物等の維持にかかる経費を計上しています。 

 

⑥ 減価償却費 

 固定資産の取得価額を耐用年数に応じて算出し、その合計額を計上しています。 

 

⑦ 社会保障給付 

 扶助費等を計上しています。 

 

⑧ 補助金等 

 補助費等から、他会計への支出額を控除した額を計上しています。 

 

⑨ 他会計への支出額 

 他会計への繰出金を計上しています。 
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（３）純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年

間でどのように変動したかを表している計算書です。純資産の部は現在までの世

代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が増

えたのか減ったのかがわかることになります。 

 

① 期首純資産残高 

 前年度末の貸借対照表における純資産残高を計上しています。 

 

② 純経常行政コスト 

 行政コスト計算書における純経常行政コストを計上しています。 

 

③ 税収等 

市税、地方交付税、地方譲与税、分担金及び負担金等を計上しています。 

 

④ 資産評価替えによる変動額 

 資産の評価替えに伴い発生した平成２９年度と前年度との評価差額を計上して

います。 

 

⑤ 期末純資産残高 

平成２９年度の貸借対照表における純資産残高を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を経常的収支の部、公共

資産整備収支の部及び投資・財務的収支の部の３つの区分（活動）に分けて表示

した財務書類です。どのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄っ

たのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、または使

用しているのかを読み取ることができます。 

 

① 業務活動収支 

投資活動・財務活動以外の活動に係る収支で、人件費や物件費等の行政サービ

スを行う中で毎年継続的に収入及び支出されるものを計上しています。 

 

② 投資活動収支 

資産の取得や貸付金及び基金の増減に伴う収支を計上しています。 

 

③ 財務活動収支 

市債の借入れや償還に係る資金の収支を計上しています。 
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Ⅳ．全体会計及び連結会計 

１．連結財務書類 

   連結財務書類とは、一般会計のほか、能代市を構成するその他の公営事業会計や能

代市と連携協力して行政サービスを実施している関係団体・法人を一つの行政サービ

ス実施主体とみなして作成する財務書類のことです。 

 

 

２．連結の範囲 

連結財務書類の作成にあたって、連結の範囲に含めた公営事業会計、一部事務組合・

広域連合は以下のとおりです。 

 

（１）全体会計 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

・簡易水道事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・浄化槽整備事業特別会計 

・国民健康保険特別会計（事業勘定） 

・後期高齢者医療特別会計 

・介護保険特別会計（保険事業勘定） 

・介護保険特別会計（介護サービス勘定） 

 

（２）連結会計 

上記（１）全体会計に以下の会計を加える。 

・能代山本広域市町村圏組合 

・能代市山本郡養護老人ホーム組合 

・北秋田市周辺衛生施設組合 

・秋田県市町村総合事務組合 

・秋田県市町村会館管理組合 

・秋田県後期高齢者医療広域連合 
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貸借対照表 （単位：百万円）

普通会計 全体会計 連単倍率 連結会計 連単倍率

1 固定資産 119,180 155,307 1.3 158,837 1.3

(1) 有形固定資産 110,959 145,751 1.3 148,052 1.3

(2) 無形固定資産 74 80 1.1 80 1.1

(3) 投資及び出資金 2,515 2,515 1.0 2,515 1.0

(4) 長期延滞債権 542 1,403 2.6 1,407 2.6

(5) 長期貸付金 476 476 1.0 476 1.0

(6) 基金 4,758 5,330 1.1 6,551 1.4

(7) その他 0 0 － 4 皆増

(8) 徴収不能引当金 △144 △248 1.7 △248 1.7

2 流動資産 6,363 8,565 1.3 9,161 1.4

(1) 現金預金 781 2,651 3.4 3,067 3.9

(2) 未収金 101 446 4.4 446 4.4

(3) 基金 5,493 5,492 1.0 5,673 1.0

(4) その他 16 33 2.1 32 2.0

(5) 徴収不能見込額 △28 △57 2.0 △57 2.0

125,543 163,872 1.3 167,998 1.3

1 固定負債 34,930 63,601 1.8 64,342 1.8

(1) 地方債・借入金・未払金 30,317 47,443 1.6 47,466 1.6

(2) 退職手当引当金 4,426 4,426 1.0 4,457 1.0

(3) その他 187 11,732 62.7 12,419 66.4

2 流動負債 3,095 4,792 1.5 4,811 1.6

(1) 翌年度償還予定額 2,897 4,056 1.4 4,074 1.4

(2) 未払金 0 467 皆増 467 皆増

(3) 賞与引当金 198 214 1.1 215 1.1

(4) その他 0 55 皆増 55 皆増

38,025 68,393 1.8 69,153 1.8

87,518 95,479 1.1 98,845 1.1

125,543 163,872 1.3 167,998 1.3

連単倍率：一般会計ベースに対する連結ベースの割合

Ⅴ．一般会計と全体会計及び連結会計との比較
１．貸借対照表の一般会計と全体会計及び連結会計との比較
一般会計と全体会計及び連結会計を比較すると、一般会計だけでは見えない財政状況の規模を把握す
ることができます。各会計の貸借対照表を比較すると次のようになります。

項　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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■行政コスト計算書 （単位：百万円）

普通会計 全体会計 連単倍率 連結会計 連単倍率

1 職員給与費 3,037 3,184 1.0 4,449 1.5

2 賞与引当金繰入額 199 207 1.0 207 1.0

3 退職手当引当金繰入額 665 665 1.0 665 1.0

4 物件費 4,218 4,534 1.1 5,346 1.3

5 維持補修費 92 176 1.9 281 3.1

6 減価償却費 4,828 6,073 1.3 6,334 1.3

7 支払利息 204 504 2.5 504 2.5

8 徴収不能引当金繰入額 - 26 皆増 26 皆増

9 補助金等 5,813 20,188 3.5 25,508 4.4

10 社会保障給付費 4,247 4,287 1.0 4,287 1.0

11 その他費用 2,876 1,164 0.4 1,880 0.7

26,179 41,008 1.6 49,487 1.9

12 使用料・手数料 398 1,686 4.2 1,785 4.5

13 その他収益 216 542 2.5 671 3.1

614 2,228 3.6 2,456 4.0

14 臨時損失　　ｃ 1 1 1.0 1 1.0

15 臨時利益　　ｄ 20 23 1.2 23 1.2

25,546 38,758 1.5 47,009 1.8

平成２９年度　普通会計と連結会計の比較

項　　　目

経常費用　ａ

経常収益　ｂ

純経常行政コスト　ａ－ｂ＋ｃ－ｄ
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【一般会計】 【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額 科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 119,180,062   固定負債 34,929,870

    有形固定資産 110,958,841     地方債 30,316,614

      事業用資産 45,935,747     長期未払金 -

        土地 11,270,961     退職手当引当金 4,426,313

        立木竹 7,385,080     損失補償等引当金 -

        建物 59,221,516     その他 186,944

        建物減価償却累計額 -34,788,710   流動負債 3,095,005

        工作物 3,978,633     １年内償還予定地方債 2,896,664

        工作物減価償却累計額 -2,672,040     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 198,341

        航空機 -     預り金 -

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 605,363 負債合計 38,024,875

        その他減価償却累計額 -363,597 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,298,541   固定資産等形成分 124,672,328

      インフラ資産 64,574,498   余剰分（不足分） -37,154,354

        土地 8,093,657

        建物 350,846

        建物減価償却累計額 -230,350

        工作物 134,250,737

        工作物減価償却累計額 -78,011,123

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 120,732

      物品 2,550,927

      物品減価償却累計額 -2,102,332

    無形固定資産 74,239

      ソフトウェア 74,239

      その他 0

    投資その他の資産 8,146,982

      投資及び出資金 2,525,376

        有価証券 3,882

        出資金 2,151,085

        その他 370,409

      投資損失引当金 -10,000

      長期延滞債権 541,657

      長期貸付金 476,205

      基金 4,758,307

        減債基金 1,939,998

        その他 2,818,309

      その他 -

      徴収不能引当金 -144,563

  流動資産 6,362,787

    現金預金 781,304

    未収金 100,687

    短期貸付金 -

    基金 5,492,266

      財政調整基金 5,439,917

      減債基金 52,349

    棚卸資産 -

    その他 16,085

    徴収不能引当金 -27,555 純資産合計 87,517,974

資産合計 125,542,849 負債及び純資産合計 125,542,849

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【一般会計】 【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 15,294

純行政コスト 25,545,761

    その他 120

  臨時利益 19,500

    資産売却益 4,206

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 120

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 25,565,020

  臨時損失 240

    災害復旧事業費 -

  経常収益 614,021

    使用料及び手数料 398,804

    その他 215,217

      社会保障給付 4,247,039

      他会計への繰出金 2,428,300

      その他 33,726

        その他 108,150

    移転費用 12,522,641

      補助金等 5,813,576

      その他の業務費用 311,265

        支払利息 203,115

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 92,494

        減価償却費 4,827,227

        その他 -

        その他 307,656

      物件費等 9,137,996

        物件費 4,218,275

        職員給与費 3,036,666

        賞与等引当金繰入額 198,341

        退職手当引当金繰入額 664,477

  経常費用 26,179,041

    業務費用 13,656,400

      人件費 4,207,140

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額
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【一般会計】 【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 合計合計合計合計 固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分 余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 89,990,945 125,607,674 -35,616,729

  純行政コスト（△） -25,545,761 -25,545,761

  財源 22,438,003 22,438,003

    税収等 16,354,468 16,354,468

    国県等補助金 6,083,535 6,083,535

  本年度差額 -3,107,758 -3,107,758

  固定資産等の変動（内部変動） 5,051,298 -5,051,298

    有形固定資産等の増加 3,671,584 -3,671,584

    有形固定資産等の減少 -59,609 59,609

    貸付金・基金等の増加 2,145,113 -2,145,113

    貸付金・基金等の減少 -705,790 705,790

  資産評価差額 -397 -397

  無償所管換等 392,179 392,179

  その他 155,564 -6,465,866 6,621,430

  本年度純資産変動額 -2,472,971 -935,346 -1,537,625

本年度末純資産残高 87,517,974 124,672,328 -37,154,354

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【一般会計】 【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 781,304

    その他の収入 -

財務活動収支 887,940

本年度資金収支額 41,771

前年度末資金残高 739,533

本年度末資金残高 781,304

  財務活動支出 2,730,960

    地方債償還支出 2,698,782

    その他の支出 32,178

  財務活動収入 3,618,900

    地方債発行収入 3,618,900

    貸付金元金回収収入 434,710

    資産売却収入 63,815

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,426,814

【財務活動収支】

    貸付金支出 431,490

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,471,556

    国県等補助金収入 845,191

    基金取崩収入 1,127,841

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,898,370

    公共施設等整備費支出 3,514,464

    基金積立金支出 859,946

    投資及び出資金支出 92,470

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 403

業務活動収支 1,580,645

  業務収入 22,265,415

    税収等収入 16,411,657

    国県等補助金収入 5,237,942

    使用料及び手数料収入 398,804

    その他の収入 217,011

    移転費用支出 12,522,641

      補助金等支出 5,813,576

      社会保障給付支出 4,247,039

      他会計への繰出支出 2,428,300

      その他の支出 33,726

    業務費用支出 8,162,531

      人件費支出 3,540,498

      物件費等支出 4,310,769

      支払利息支出 203,115

      その他の支出 108,150

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【業務活動収支】

  業務支出 20,685,172

- 11 -



【全体会計】 【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額 科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 155,306,656   固定負債 63,601,088

    有形固定資産 145,750,744     地方債等 47,442,801

      事業用資産 46,631,885     長期未払金 -

        土地 11,278,521     退職手当引当金 4,426,313

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,385,080     その他 11,731,975

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,791,982

        建物 59,284,331     １年内償還予定地方債等 4,056,261

        建物減価償却累計額 -34,822,674     未払金 466,680

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,492,384     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -2,881,498     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 213,523

        船舶 -     預り金 55,459

        船舶減価償却累計額 -     その他 59

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 68,393,071

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 160,798,922

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -67,631,275

        航空機 -   他団体出資等分 2,311,458

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 2,292,718

        その他減価償却累計額 -1,695,518

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,298,541

      インフラ資産 98,611,713

        土地 8,767,825

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,643,912

        建物減価償却累計額 -671,536

        建物減損損失累計額 -

        工作物 171,398,586

        工作物減価償却累計額 -87,187,758

        工作物減損損失累計額 -

        その他 7,338,084

        その他減価償却累計額 -2,880,991

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 203,591

      物品 2,706,584

      物品減価償却累計額 -2,199,439

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 79,778

      ソフトウェア 74,239

      その他 5,538

    投資その他の資産 9,476,135

      投資及び出資金 2,525,376

        有価証券 3,882

        出資金 2,151,085

        その他 370,409

      長期延滞債権 1,403,753

      長期貸付金 476,205

      基金 5,329,008

        減債基金 1,939,998

        その他 3,389,009

      その他 -

      徴収不能引当金 -248,206

  流動資産 8,565,519

    現金預金 2,651,142

    未収金 445,865

    短期貸付金 -

    基金 5,492,266

      財政調整基金 5,439,917

      減債基金 52,349

    棚卸資産 6,460

    その他 27,772

    徴収不能引当金 -57,984

  繰延資産 - 純資産合計 95,479,105

資産合計 163,872,175 負債及び純資産合計 163,872,175

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【全体会計】 【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 4,206

    その他 19,530

純行政コスト 38,757,467

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 180

  臨時利益 23,736

  臨時損失 479

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 179

    使用料及び手数料 1,686,218

    その他 541,377

純経常行政コスト 38,780,724

      社会保障給付 4,287,211

      その他 34,949

  経常収益 2,227,595

        その他 759,149

    移転費用 24,510,339

      補助金等 20,187,678

      その他の業務費用 1,288,670

        支払利息 503,802

        徴収不能引当金繰入額 25,719

        維持補修費 176,848

        減価償却費 6,073,020

        その他 38,849

        その他 332,782

      物件費等 10,822,307

        物件費 4,533,591

        職員給与費 3,183,379

        賞与等引当金繰入額 206,364

        退職手当引当金繰入額 664,477

  経常費用 41,008,319

    業務費用 16,497,980

      人件費 4,387,002

連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額
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【全体会計】 【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 合計合計合計合計 固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分 余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分) 他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分

前年度末純資産残高 96,948,330 160,918,916 -64,328,506 357,920

  純行政コスト（△） -38,757,467 -38,757,467 -

  財源 36,503,511 36,503,511 -

    税収等 25,049,770 25,049,770 -

    国県等補助金 11,453,741 11,453,741 -

  本年度差額 -2,253,956 -2,253,956 -

  固定資産等の変動（内部変動） 5,652,113 -5,652,113

    有形固定資産等の増加 5,367,348 -5,367,348

    有形固定資産等の減少 -1,231,215 1,231,215

    貸付金・基金等の増加 2,153,770 -2,153,770

    貸付金・基金等の減少 -637,790 637,790

  資産評価差額 -397 -397

  無償所管換等 403,814 403,814

  他団体出資等分の増加 -99,039 99,039

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 191,914 -6,265,886 6,457,800

  本年度純資産変動額 -1,469,225 -119,994 -1,448,270 99,039

本年度末純資産残高 95,479,105 160,798,922 -65,776,776 456,959

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【全体会計】 【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 2,651,142

財務活動収支 1,133,032

本年度資金収支額 685,855

前年度末資金残高 1,965,287

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,651,142

    地方債等償還支出 3,977,770

    その他の支出 32,178

  財務活動収入 5,142,980

    地方債等発行収入 5,067,700

    その他の収入 75,280

    資産売却収入 64,010

    その他の収入 58,178

投資活動収支 -3,253,978

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,009,948

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,208,569

    国県等補助金収入 1,455,831

    基金取崩収入 1,195,841

    貸付金元金回収収入 434,710

  投資活動支出 6,462,547

    公共施設等整備費支出 5,069,984

    基金積立金支出 868,603

    投資及び出資金支出 92,470

    貸付金支出 431,490

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 17

  臨時収入 4,431

業務活動収支 2,806,801

【投資活動収支】

    税収等収入 24,503,806

    国県等補助金収入 10,121,998

    使用料及び手数料収入 1,879,934

    その他の収入 587,179

  臨時支出 17

    移転費用支出 24,510,590

      補助金等支出 20,187,866

      社会保障給付支出 4,287,211

      その他の支出 35,012

  業務収入 37,092,916

    業務費用支出 9,779,940

      人件費支出 3,708,588

      物件費等支出 5,271,821

      支払利息支出 480,088

      その他の支出 319,442

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【業務活動収支】

  業務支出 34,290,530
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【連結会計】 【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】【様式第1号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額 科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 158,837,841   固定負債 64,342,107

    有形固定資産 148,051,912     地方債等 47,466,265

      事業用資産 48,685,248     長期未払金 -

        土地 11,495,440     退職手当引当金 4,457,195

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,385,080     その他 12,418,648

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,811,044

        建物 66,110,115     １年内償還予定地方債等 4,073,800

        建物減価償却累計額 -39,944,844     未払金 466,680

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,618,700     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -2,885,324     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 214,673

        船舶 -     預り金 55,469

        船舶減価償却累計額 -     その他 422

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 69,153,151

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 164,510,114

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -67,976,460

        航空機 -   他団体出資等分 2,311,458

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 2,975,525

        その他減価償却累計額 -2,367,985

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,298,541

      インフラ資産 98,611,713

        土地 8,767,825

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,643,912

        建物減価償却累計額 -671,536

        建物減損損失累計額 -

        工作物 171,398,586

        工作物減価償却累計額 -87,187,758

        工作物減損損失累計額 -

        その他 7,338,084

        その他減価償却累計額 -2,880,991

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 203,591

      物品 3,197,342

      物品減価償却累計額 -2,442,391

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 80,302

      ソフトウェア 74,764

      その他 5,538

    投資その他の資産 10,705,627

      投資及び出資金 2,515,376

        有価証券 3,882

        出資金 2,141,085

        その他 370,409

      長期延滞債権 1,407,168

      長期貸付金 476,205

      基金 6,550,860

        減債基金 1,939,998

        その他 4,610,862

      その他 4,224

      徴収不能引当金 -248,206

  流動資産 9,160,421

    現金預金 3,066,018

    未収金 445,884

    短期貸付金 -

    基金 5,672,272

      財政調整基金 5,619,923

      減債基金 52,349

    棚卸資産 6,460

    その他 27,772

    徴収不能引当金 -57,984

  繰延資産 - 純資産合計 98,845,112

資産合計 167,998,263 負債及び純資産合計 167,998,263

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【連結会計】 【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 4,206

    その他 19,530

純行政コスト 47,008,729

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 331

  臨時利益 23,736

  臨時損失 510

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 179

    使用料及び手数料 1,784,816

    その他 670,579

純経常行政コスト 47,031,956

      社会保障給付 4,287,909

      その他 432,026

  経常収益 2,455,395

        その他 1,054,260

    移転費用 30,229,167

      補助金等 25,508,731

      その他の業務費用 1,584,299

        支払利息 504,319

        徴収不能引当金繰入額 25,719

        維持補修費 280,666

        減価償却費 6,334,996

        その他 40,660

        その他 350,181

      物件費等 12,002,229

        物件費 5,345,908

        職員給与費 4,449,693

        賞与等引当金繰入額 207,514

        退職手当引当金繰入額 664,267

  経常費用 49,487,351

    業務費用 19,258,183

      人件費 5,671,655

連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

- 17 -



【連結会計】 【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】【様式第3号】

（単位：千円）

科目名科目名科目名科目名 合計合計合計合計 固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分固定資産等形成分 余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分)余剰分(不足分) 他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分他団体出資等分

前年度末純資産残高 113,142,467 181,218,041 -68,433,494 357,920

  純行政コスト（△） -47,008,729 -47,008,729 -

  財源 44,543,494 44,543,494 -

    税収等 29,474,981 29,474,981 -

    国県等補助金 15,068,513 15,068,513 -

  本年度差額 -2,465,235 -2,465,235 -

  固定資産等の変動（内部変動） 5,556,203 -5,556,203

    有形固定資産等の増加 5,476,692 -5,476,692

    有形固定資産等の減少 -1,475,119 1,475,119

    貸付金・基金等の増加 2,257,386 -2,257,386

    貸付金・基金等の減少 -702,756 702,756

  資産評価差額 -397 -397

  無償所管換等 404,006 404,006

  他団体出資等分の増加 -99,039 99,039

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 193,428 669,865 -476,438 -

  その他 -12,619,370 -23,427,967 10,808,596

  本年度純資産変動額 -14,297,355 -16,707,927 2,311,533 99,039

本年度末純資産残高 98,845,112 164,510,114 -66,121,961 456,959

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【連結会計】 【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 805

本年度末歳計外現金残高 805

本年度末現金預金残高 3,066,018

財務活動収支 167,040

本年度資金収支額 -362,094

前年度末資金残高 3,399,931

比例連結割合変更に伴う差額 27,376

本年度末資金残高 3,065,213

    地方債等償還支出 3,996,402

    その他の支出 979,539

  財務活動収入 5,142,980

    地方債等発行収入 5,067,700

    その他の収入 75,280

    資産売却収入 64,010

    その他の収入 58,178

投資活動収支 -3,356,041

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,975,940

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,308,939

    国県等補助金収入 1,455,831

    基金取崩収入 1,296,211

    貸付金元金回収収入 434,710

  投資活動支出 6,664,980

    公共施設等整備費支出 5,159,057

    基金積立金支出 981,963

    投資及び出資金支出 92,470

    貸付金支出 431,490

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 17

  臨時収入 4,431

業務活動収支 2,826,906

【投資活動収支】

    税収等収入 28,929,017

    国県等補助金収入 13,736,770

    使用料及び手数料収入 1,978,532

    その他の収入 716,371

  臨時支出 17

    移転費用支出 30,259,433

      補助金等支出 25,508,918

      社会保障給付支出 4,287,908

      その他の支出 462,105

  業務収入 45,360,690

    業務費用支出 12,278,766

      人件費支出 4,993,866

      物件費等支出 6,189,971

      支払利息支出 480,605

      その他の支出 614,323

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名科目名科目名科目名 金額金額金額金額

【業務活動収支】

  業務支出 42,538,199

- 19 -


